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研究成果の概要（和文）：本研究では、第二次世界大戦後、日本とドイツが国際スポーツ界に復帰し、再びオリ
ンピック競技大会への参加を果たすまでの経緯について検討した。
日本では、国内競技団体の国際競技連盟への復帰と、IOCにおけるNOC承認にもアメリカの影響が強くはたらい
た。また、国際大会への参加には、国内のスポーツ議員連盟の議員が政府の協力・支援を引き出した。
一方、ドイツでは、NOCとは別に設立されたドイツスポーツ連盟がNOCの復活と国際大会参加に大きな役割を果た
し、スポーツ界の自律が顕著であった。

研究成果の概要（英文）：This research examined the process of how Japan and Germany returned to the 
international sport community and successfully participated again in the Olympic Games after World 
War II. For Japan, the United States had significant influence in propelling Japanese sport 
federations to rejoin international sport federations and also in the process of the Japanese 
Olympic Committee being accepted by the IOC. A Japanese Diet member group interested in sport was 
important for securing support from the government to participate in international sport events. In 
Germany, however, the German Sport Federation, which was established independent of the NOC, was 
prominent in the revival of the German Olympic Committee and participating in international sport 
events again, including the Olympic Games, demonstrating the German sport arena’s autonomy.
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
日本とドイツは比較的親和性が高く、共通性のある国として取り上げられることが多い。しかし、両国のスポー
ツ界における国際社会への戦後復帰過程については、特に日本ではほとんど研究がなされてこなかった。
本研究により日本のスポーツは、政治家とアメリカを頼みにして国際社会復帰を果たしてきたことが明らかにな
り、今日のありようにも底通していることがみてとれた。それに対し、ドイツのスポーツ界は自律的であり、両
国の大きな違いが浮き彫りになった.



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

 戦前の日本とドイツは軍事的にも協力関係をもつ友好国であったが、敗戦後、両国は一時的に

連合国側の管理下に置かれ、それまでの価値観の大幅な変更を余儀なくされた。一方、スポーツ

においては、両国の競技連盟（NFs）の多くが国際競技連盟（IFs）から除名され、オリンピック

では1948 年ロンドン大会には招待されず、1952年ヘルシンキ大会で復帰を果たすという、当時

の国際社会において唯一共通した背景をもつ。他方、両国は地理的にアジアとヨーロッパという

大きな隔たりがあり、近隣諸国との情勢や歴史、言語、文化、宗教等において大きく異なる。こ

のような日本とドイツの戦後の歩みのちがいを論じた論文や書籍は数えきれないほど刊行され

ているにもかかわらず、両国のスポーツと政治の歩みに関する比較研究は皆無に等しい。 

 両国にとって、戦後の復興過程は、その後の今日につながるあらゆる方面での方向性を決定づ

けるきわめて重要な時期であったはずである。ロンドン大会に招待されないという不名誉な事実

を突きつけられ、そこからどのようにして国際社会における承認を取りつけ、オリンピックへの

参加にこぎつけたのか、そこに政治や外交はどう関与したのだろうか。この激動の時代を乗り越

えてのオリンピック復帰という経験は、その後のオリンピック理解やスポーツ政策のみならず、

国内の政治・外交のあり方にも影響していると考えられる。 

 
２．研究の目的 

 本研究は、スポーツにおける国際交流と政治・外交の関係性に着目し、日本とドイツにおけ

るスポーツの戦後の復興過程を明らかにするものである。当時の国際関係、日独関係を踏まえ、

国際および両国内のスポーツ関連団体の動き、スポーツを通じた国際交流について、分析・考

察を行い、日独両国のスポーツにおける戦後復帰の過程を多角的に比較分析することで、今後

のスポーツと政治、国際交流を考える上での基礎資料を得ることを目的とした。 

 
３．研究の方法 

 本研究の内容にかかわる対象期間（1930〜1952 年）の史料を、日本とドイツを中心に次の５

つの観点で収集し、分析・比較・検討を行った。１）国連を中心とした国際社会と日本とドイ

ツの関係、２）国際政治情勢と国連と IOC の関係、３）スポーツ界における国際組織と国内組

織の関係、４）日本とドイツにおけるスポーツを通じた国際交流とその活動内容、５）日本と

ドイツにおける分析および両国の比較である。史料の収集、検討に加えて国際比較研究を齟齬

なく遂行するためにドイツの研究者との研究協議を実施した。研究組織は、学際性を重視して

スポーツ史・スポーツ哲学・スポーツ社会学を専門とする研究者で構成した。 

 

４．研究成果 

（１）第二次世界大戦前後のオリンピック競技大会（1936 年ベルリン大会及び 1952 年ヘルシ

ンキ大会）における実施競技と日本の参加状況を確認し、日本の競技団体における国際交流の

状況について調査を行った結果、以下のことが明らかになった。１） 戦前にオリンピック競技

大会に参加した実績を持ちながら戦後の大会に不参加であった競技はいずれも球技であり、戦

後の経済難から選手数の多い団体競技の参加が見送られた。２）戦前は不参加でありながら、

戦後早期にオリンピック競技大会への参加を果たした競技はいずれも個人競技であり、かつ第

１回アジア競技大会（1951 年、ニューデリー）に出場した競技や戦後早くからアメリカとの交

流を行っていた競技であった。３）オリンピック競技大会への参加は、国内競技連盟（NF）が

当該国際競技連盟（IF）に加盟していることが前提になるが、戦後、いち早く IFへの再加盟を

果たしたレスリングや水泳の NF は、アメリカ本国との組織的なスポーツ交流を行っていた。 



（２）日本の国内競技連盟（NFs）が国際競技連盟（IFs）に再加盟する過程について検討した

結果、陸上競技ではアメリカの影響が強く、後に IOC 会長になるアベリー・ブランデージの日

本支持が強く示唆された。また、敗戦国の NFs が IFs から除名されたという事実から、政治を

理由としたスポーツ界における排除の構造を解明することが検討課題として浮かび上がった。 

（３）ドイツとの関係においては、ハンドボールで戦前の交流が盛んに行われており、IF の創

設及び加盟時においても日本とドイツの強い関わりを確認することができた。ハンドボールに

ついて、戦後の大学スポーツに着目して検討を行った結果、大学ハンドボールにおける国際交

流の再開には 11年の歳月を要しており、他の競技に比較して早いとは言えなかった。その背景

には、世界のハンドボール界の国際組織をめぐる複雑な状況があったことが示唆された。ハン

ドボールは 1936 年ベルリン大会でオリンピック競技になったものの、その後除外され、1972

年に同じドイツで開催されたミュンヘン大会で復活した。そこに政治問題と競技採用に関する

新たな研究課題を見出すことができた。 

（４）日本にとって第二次世界大戦後初の国際大会参加となった第１回アジア競技大会に焦点

を当て、その参加経緯を検討した結果、同大会をめぐる国際関係は、IOC 委員ソンディを擁す

るインドがイニシアティブを握り、日本はセイロン（現在のスリランカ）との良好な関係が伺

えたのに対し、フィリピンは大戦の影響から日本の大会参加に反対を表明していた。国内では、

日本のアジア大会参加に向けた状況改善・推進に大きな役割を果たしたのは、スポーツ議員連

盟の存在であった。同連盟所属の国会議員は、日本体育協会と緊密に連携しながら、GHQ に働

きかけを行い、また、国会において政府の協力支援を引き出し、国庫補助を獲得するなど、ス

ポーツ界と政界との橋渡し役として活躍した。 

（５）大学の運動部単位での国際交流について調査を行った結果、大学運動部による戦後の国

際交流は 1950 年以降に始まっており、日本の競技団体の国際組織への復帰に先んじて実施され

た事例は見られなかった。 

（６）第二次世界大戦後の日本とドイツにおける国際オリンピック委員会（NOC）の成立と 1952

年のオリンピック参加までの経緯を検討した結果、ドイツでは、1947 年夏に臨時的な NOC が設

立されたが、国際オリンピック委員会（IOC）による承認は拒否されたため、日本と同様に 1948

年冬季・夏季のオリンピックに参加することができなかった。ドイツは、西側諸国の三つの連

合国軍政庁から NOC の設立に反対する介入を受けており、暫定首都であったボンに NOC が新生

したのは、1949 年 9月 24 日であった。1950 年 12 月にドイツスポーツ連盟（DSB）が設立した

が、その活動の中心は、NOC の IOC による承認と、1952 年のオリンピック大会への参加に関わ

る技術的、組織的、金銭的な問題の克服に向けた努力であった。 

 一方の日本では、1946 年 12 月、戦前の日本オリンピック委員会の役割を担っていた大日本

体育会が政府の手から解放され、民間団体として日本体育協会（現在の日本スポーツ協会）に

改組された。同月 4日、日本体育協会は NOC の設立を決定した。日本の努力は、スポーツに関

係した在日米人や当時の連合軍最高司令官マッカーサー元帥に、日本の NOC の IOC 再加盟と

1948 年ロンドン大会参加についての援助を要請することに向けられた。 

 日独両国の NOC が正式に IOC に再承認されたのは、1951 年 5 月の IOC 総会においてであり、

オリンピック参加への復帰は 1952 年に実現した。そこに至る道のりは、日本とドイツでは大き

な相違が見られた。ドイツが三つの連合国軍の支配下にあったのに対し、日本の支配はアメリ

カ一国によるものであり、ドイツでは DSB が NOC の復活に大きな役割を果たしたのに対し、日

本では日本体育協会が実質的に NOC であったことから、アメリカに依存した国際社会への復帰

となった。 
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